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2026 年 8 月 14 日、夏季休暇をいただきます。合わせて 2026 年 8 月号も休刊となります。
ご不便をおかけいたしますが、何卒ご了承くださいますようお願い申し上げます。
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税務トピックス顔認証付きカードリーダー等の保守期限到来についてのお知らせ（2026年3月末以降）税務トピックス

　保守期限（サポート終了日）や対応方法は、メーカー・機種ごとに異なりますのでメーカー・機種ごとに異なりますので、メーカー

担当者へご確認いただくのが最善です。

　保守期限（サポート終了日）直前になりますと、機器手配や設置が集中し、希望時期に対応で機器手配や設置が集中し、希望時期に対応で

きない場合きない場合も想定されます。早めのご検討・ご相談早めのご検討・ご相談をおすすめいたします。

　次期顔認証付きカードリーダーについて、現時点で「キヤノンマーケティングジャパン」、

「パナソニック コネクト」、「リコージャパン(※)」の3社が開発を進めています。2026年4月

22日には、キヤノンマーケティングジャパンから次期顔認証付きカードリーダー（Hi-CARA2）

の発売が開始いたしました。導入に際しては一部費用の補助が実施されます。

保守期限到来後に想定される影響

ご確認・ご対応のお願い

　保守期限を過ぎた後も機器をご使用になれますが、以下のような影響

が生じる可能性があります。

　オンライン資格確認等に使用されている「顔認証付きカードリーダー」等の

機器につきまして、2026年3月末以降、順次メーカーの保守期限（サポート終了

日）となることが案内されております。保守期限（サポート終了日）を経過し

た機器につきましては、以下の点にご留意ください。

総じて受付スタッフの業務負担増加や患者対応への影響受付スタッフの業務負担増加や患者対応への影響が懸念されます。

□現在使用している顔認証付きカードリーダー等の機器型番・導入時期機器型番・導入時期

□各メーカーが公表している保守期限（サポート終了日）保守期限（サポート終了日）

□保守期限到来前後における機器更新・入替・保守延長の可否機器更新・入替・保守延長の可否

次期顔認証付きカードリーダー発売開始

　現行機種からの主な変更点は下記のとおりです。

　〇顔認証付きカードリーダー単体でのスマホ用電子証明書の読み取りに対応

　〇操作手順やエラーの発生に関する音声案内機能を搭載

　〇ユニバーサルデザインに配慮したテンキーの搭載（※）

　〇画面レイアウトの統一や、視認性・操作性の改善等による

　　ユーザビリティの向上

　 （※）販売価格等への影響に鑑み、最終的な搭載有無はメーカー判断となっています。

　
　情報は順次更新されていますので今後の動きにも注目です。

厚生労働省ホームページ「オンライン資格確認に関する周知素材について」▶

顔認証付きカードリーダーと

資格確認端末（PC）のセット
資格確認端末販売価格（税込）の1/3（上限額　50,000円）

販売価格（税込）の1/2（上限額　121,000円）顔認証付きカードリーダー

☑  機器故障時に修理・交換対応が受けられない、修理・交換対応が受けられない、

　　または高額な有償対応となるまたは高額な有償対応となる可能性がある

☑  ソフトウェア更新・セキュリティ対応が提供されない提供されない可能性がある

☑  マイナンバーカードによる資格確認ができず、

　　受付業務の混乱や診療開始の遅延につながる受付業務の混乱や診療開始の遅延につながるおそれがある
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 2026年度税制改正によって所得税における基礎控除の見直しが実施されました。本改正では多く

の納税者に影響する見直しです。「医療機関(病院・診療所・クリニック)」においてはスタッフ

への説明対応などの実務面への影響が大きいテーマです。

基礎控除とは

　基礎控除とは、多くの納税者に一律で適用される所得税計算上の控除です。 収入からこの金額

を差し引いた残りに対して税金がかかるため、控除が大きいほど税負担は軽くなります。基礎控除

は「多くの納税者に適用される基本的な所得控除」であり、スタッフ全員に広く影響します。

令和8年度税制改正のポイント

　令和8年以降、基礎控除の金額が見直され、特に所得が比較的少ない層に対して控除額の引き上

げが行われます。また、令和9年においても本年と同様の控除額が適用されることになりました。

※給与計算上の税額表は2027年以降の変更となります。2026年時点では給与計算に影響は出ません。

まとめ

　今回の基礎控除の引上げは、スタッフ個人の税負担軽減につながるだけでなく、院長先生ご自身

の確定申告にも影響する改正となります。早期に内容を把握し、現場への丁寧な対応を進めること

で、混乱回避と職員満足度向上につながります。

　ご不明な点がある場合は、お気軽に弊法人担当者へご相談ください。

　年収の壁が拡大することに伴って、扶養親族の範囲も58万円から62万円58万円から62万円(合計所得金額)へ変更さ

れます。この変更により、これまで扶養から外れていた人でも、扶養のまま働ける可能性が高まり

ます。

今回の改正による実務的影響

年末調整業務の

複雑化

年収の壁（150～160万円付近）の意識変化／

勤務時間調整増加

働き方調整の相談対応

／シフト管理の柔軟化

10月～12月に

問い合わせ集中へ対応

控除額変更による計算ロジック修正

／問い合わせ増加

パート・アルバイト

管理への影響

実務への影響項目 影響内容 実務対応・注意点

　税金の対象となる金額が大きく減少し、結果として負担が軽くなります！

■改正前と改正後の比較

132万円以下

132万円超 336万円以下

336万円超 489万円以下

489万円超 655万円以下

655万円超 2,350万円以下

88万円

68万円

63万円

58万円

67万円

62万円

104万円

62万円 58万円

99万円 95万円

合計所得金額※

基礎控除（改正された範囲）

令和10年分以後令和8・9年分

改正後

令和9年分以後令和8年分

改正前

年収の壁は給与所得
控除と併せて178万
円へ引き上げ！

減税効果を最も実感
するのは年収489万
円以下の所得者層

税制改正　基礎控除の見直しについて 税務トピックス
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税務トピックスついに到来！駐車場代の通勤手当が非課税に！非課税限度額の見直しについて 税務トピックス

　他にも、片道65km以上の場合の非課税限度額についても、通勤距離に応じて限度額の引き上げの

改正がされています。そのため、これまで駐車場等の料金を通勤手当としていない歯科医院・クリ

ニックでも、新たな支給の可能性について検討されてはいかがでしょうか。ご興味やご検討されて

いる場合は、弊法人担当者までご連絡ください。

　本改正は2026（令和8年）4月1日以後に支払われるべき通勤手当から

適用されます。改正後の1か月あたりの非課税限度額は次の通りです。

改正の概要

　2026（令和8年）税制改正にて、通勤手当の非課税限度額が見直されました。1番のトピックは、

自動車・自転車などの利用により発生する駐車場代が、最大月5,000円まで非課税となる点です。こ

れまで通勤距離が片道2キロ未満の場合は全額課税対象となっていたため、通勤手当における支給の

可能性が広がる改正となります。

1か月あたりの非課税限度額

参考：通勤手当の非課税限度額の改正について
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企業型DC（確定拠出年金）

　前月号では、“やさしい企業年金制度”として「福祉はぐくみ企業年金基金」をご紹介しました。

今回は、その比較対象となる制度のひとつとして、節税と資産形成を両立できる「企業型DC（確定

拠出年金）」をご紹介します。それぞれの制度の特徴や違いにも触れながら、自社に合った制度選び

の参考としてお役立ていただければと思います。

税務トピックス

企業型DCとは

　近年、企業の福利厚生として導入が進んでいる「企業型DC（確定拠出年金）」

は、節税と資産形成を同時に実現できる制度として注目されています。

　企業型DCとは、厚生労働省管轄の公的制度であり、「iDeCoの企業版」とも呼

ばれる年金制度です。クリニックまたはスタッフが掛金を拠出し、スタッフ自身

が運用を行い、将来の資産形成を行います。

企業型DCの概要

制度比較

まとめ

　企業型DCは、節税・社会保険料の最適化・資産形成を同時に実現できる制度です。

　ですが、注意点・デメリットとして、➀60歳まで引き出すことができない　➁運用は自己責任➀60歳まで引き出すことができない　➁運用は自己責任

（運用商品は本人選択）　➂掛金上限がある（月55,000円上限）（運用商品は本人選択）　➂掛金上限がある（月55,000円上限）ということがあります。2つの

制度の特性を理解し、クリニックに合った形で活用してみてはいかがでしょうか。

企業型DC
制度が会社にある厚生年金加入者

月間：3,000円～55,000円

60歳～70歳まで

60歳～75歳

所得税・住民税算定対場外
社会保険算定対象外

非課税

【一括】退職所得控除　【分割】公的年金控除

対象

掛金の枠

掛金の拠出期間

受取り

拠出時メリット

運用益課税

受取時課税

▶特徴
①厚生年金に加入していること
②役員のみの加入も可能
③掛金 月3,000円～55,000円
※個人事業主の方は対象外となります。

はぐくみ企業年金（DB）
役員も可

70歳未満

1,000円～給与の20％（上限40万円）

退職時・休職時等

所得税・住民税・社会保険の算定対象外

個人運用不可（基金が資産管理）

院長1名（役員のみ）の会社は加入不可

積立不足が生じた場合は法人負担となる

企業型DC
役員も可

70歳未満

3,000円～55,000円

原則60歳以上

所得税・住民税・社会保険の算定対象外

個人運用可

院長1名から加入可能

加入対象

加入年齢

掛金の枠（月）

受取

拠出時メリット

運用

備考

▶ポイント
企業型DCは「節税＋社会保険料対策＋
福利厚生」を同時に実現できる制度に
なります。特に、中小企業・役員のみ
の導入も可能です。
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税務トピックス2027年から制度開始！こどもNISAの活用 税務トピックス

医師・歯科医師のご家庭でこどもNISAをどう活かすか

　医師・歯科医師のご家庭では、日々の収入水準が比較的高い一方で、開業準備資金、住宅、学

会・留学費用、親世代の相続対策など、家計全体で考えるべきテーマも少なくありません。その

ため、教育資金を単なる預金で積み上げるだけでなく、「使う時期が10年以上先の資金」は積立

投資で育てる、という考え方が有効です。

注意点

　こどもNISAは投資制度であるため、元本保証はありません。大学入学時期に相場が下落している

可能性もあるため、入学直前に必要となる資金まで全額を投資に回すのではなく、預金や学資保険

等と組み合わせて準備する視点が重要です。

　また、親や祖父母が資金を拠出する場合には贈与税に注意が必要です。こどもNISAの年間投資枠

は60万円ですが、他の贈与と合算して年間110万円を超えると課税関係が生じる可能性があります。

医師・歯科医師のご家庭では祖父母からの教育資金援助が行われるケースも少なくないため、名義

預金とみなされない管理方法を含め、事前に整理しておくことが大切です。

ポイント

　12歳以降の条件付き払出しなど、中学・高校・大学進学時の

費用に備えたい家庭にとっては使い勝手が良くなりました。

制度の概要

　2026年度税制改正の大綱により、2027年から、0歳〜17歳を対象とする未成年向けの新たな非課

税投資制度、いわゆる「こどもNISA」の創設が盛り込まれました。廃止されたジュニアNISAの課題

を踏まえ設計されています。主な違いは以下のとおりです。

早く始めるほど複利効果を活かしやすい

0歳や小学校低学年から積み立てを始めれば、大学進学まで10年以上の運用

期間を確保しやすくなります。

医学部進学のような高額教育費に備えやすい

私立医学部では6年間の学費が2,000万円台前半から4,000万円超に及ぶ例も

あり、教育費の一部でも非課税で育てられる意義は大きいといえます。

親のNISAと役割分担しやすい 

親自身の老後資金・運転資金は親名義のNISA、子どもの将来資金はこども

NISAという形で、家族全体の資産形成を整理しやすくなります。

項目

対象年齢

年間投資枠

非課税保有限度額

非課税で保有できる期間

投資対象

こどもNISA

0歳〜17歳

60万円（月5万円まで）

600万円

無期限

つみたて投資枠の対象投資信託

旧ジュニアNISA

0歳〜17歳

80万円

最大400万円

原則5年

上場株式・投資信託等

原則18歳まで制限

成人向けNISAへ自動移行

12歳以降、子の同意など

一定要件のもと可能

制度終了後は継続管理勘定

たは課税口座へ移行

払出し

18歳到達後
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　食事の現物支給に関する楽しい給与計算への反映方法は下記のとお

りとなります。

　※制度の詳細につきましては、前月号4ページ「食事の現物支給に係

る所得税の非課税限度額の引上げについて」をご参照ください。

　スタッフへの福利厚生として、食事の現物支給を行いたいと考えています。給与計算はどの

ように行えばいいのでしょうか。

➀ 楽しい給与計算の

　　【その他のメニュー】

　　→ 【事業所情報】を選択。

③ 給与計算からその月のスタッフの食事負担額を入力します。

　　例えばクリニックからのお弁当の支給が月額6,000円、スタッフ負担が3,000円の場合には

 　 下記の様に入力して給与計算をします。

② 給与の項目名、控除項目に食事手当負担分等、

　　スタッフの食事負担に関する控除項目を追加します。

2026年6月号 No.404
p.4

楽しい給与計算 食事手当の計算方法 労務トピックス
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税務トピックス防衛特別所得税について
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　2026年度の税制改正で、国の防衛力強化の為の財源確保を目的として、2027年1月1日より、「防衛

特別所得税」が新たに創設されます。※尚、現行の復興特別所得税と同様にあくまで時限的措置であ

るため、今後税制改正により見直される可能性もあります。

　現在の所得税は、通常の所得税に加えて復興特別所得税が東日本大震災の復興財源の確保を目的と

して設けられたことにより、2層構造になっていると、聞いたことがあります。

　昨今、テレビやネットを見ていると、様々な要因により財源が必要だとよく耳にするため、その財

源を確保することを目的とし、現在の所得税にも何か変更はあるのでしょうか。

　現時点で判明していることがあれば教えてもらいたいです。

　現在、源泉徴収される所得税及び復興特別所得税は、「所得金額×税率（所得の金額によって変動）」

により所得税額を算出し、所得税額に対して復興特別税率（2.1％）を乗じて算出した復興特別所得税を

加えた金額を納税しています。

　ここに防衛特別所得税率（1％）が加わりますが、現行の復興特別所得税率が1%引き下げられるため、

合計税額は現行から変更ありません。

　「防衛特別所得税」は現行の所得税と同様に、給与所得、事業所得、不動産所得、雑所得、一時所得等

の所得については課税対象です。但し、下記の所得については所得税が課されず所得税額が生じないこと

から防衛特別所得税も課されません。

☑  通勤手当の非課税限度額　

☑  公的年金等の内、非課税とされるもの
　（遺族年金、障害年金）　

☑  社会保険給付（健康保険・厚生年金保険等
　　の保険給付、雇用保険の失業給付、育児休業給付等）

　現在、国は物価高の進行や少子高齢化の進展、社会保障費等の増大など、複合的な社会的要因を背景と

して安定的な財源の確保を課題としています。

こうした状況を踏まえ、既存の税体系の枠組みを活用しつつ、新たな財源を確保する動きが進められてお

り、その一環として設けられたのが、今回の「防衛特別所得税」になります。

　今後、こういったことを背景として、新たな税が設けられ、納付税額にも影響が出る場合もありますの

で、その際は弊法人担当より、迅速にお知らせいたします。

☑  生活保護法に基づく給付　

☑  宝くじの当選金　

☑  損害保険金、生命保険金の内、非課税とされるもの

☑  見舞金、香典等で社会通念上相当と認められるもの

源泉徴収される税額について

まとめ

防衛特別所得税が課される範囲について


